
「明石市議会の個人情報の保護に関する条例」骨子（案）への 

意見公募の結果について 

 

２０２３年１月１６日から２０２３年２月１４日までおこなった意見公募の

結果について、以下のとおりお知らせします。 

 

１ 募集結果 

   １名の方から８件のご意見をいただきました。 

 

２ 意見の概要及び議会の考え方 

   いただいたご意見に対する議会の考え方は以下のとおりです。 

   ※ご意見は趣旨を損なわないよう要約しています。 

 

ＮＯ． 意見の概要 議会の考え方 

１ 議会局と議長との関係を明示し

てほしい。 

議会局と議長との関係は地方自治法

第１３８条に規定されています。その

ため条例に規定する予定はしていま

せん。 

２ 議長が議会局の個人情報に接す

ることはないと理解してよい

か。 

議長は、議会の事務統理権を有してい

るため（地方自治法第１０４条）、議

会局が保有する全ての個人情報に触

れる立場にあります。 

３ 用語の定義について、より多く

の専門用語を定義してほしい。 

市の明石市行政不服審査会や明

石市個人情報保護審議会なども

定義してほしい。 

条例は、「個人情報の保護に関する法

律」の適用を受ける市と、同法の適用

外となる議会とで個人情報の取扱い

に差異が生じることを避けるため制

定するものです。そのため、基本的に

は用語の定義についても、同法と同様

に規定します。 

４ 第６章罰則に、「職員」と「職員

等」と記載があるが、違いを明

示してほしい。 

骨子案では「職員等」とまとめて記載

していましたが、条例では、「職員若

しくは職員であった者」、「委託を受け

た業務に従事している者若しくは従

事していた者又は議会において個人

情報、仮名加工情報若しくは匿名加工

情報の取扱いに従事している派遣労

働者若しくは従事していた派遣労働

者」など、具体的に規定します。 



 

５ 罰則規定の基準は何に基づいて

いるのか。 

「個人情報の保護に関する法律」との

整合性を図るため、基本的には同法と

同様の罰則としています。 

なお、この罰則規定については、地方

検察庁との協議も経たうえで定めて

います。 

６ 原告は誰になるか。 

市役所内の懲戒処分との関係は

どうなるか。 

原告は議会を代表する議長となりま

す。 

職員の懲戒処分については、市の設置

する審査会において別途決定するこ

ととなります。 

７ 議長の責務を明示すべき。議会

との関係は。 

議会が保有する個人情報については、

適正な取扱いを確保するため、議長だ

けに限らず、機関としての議会に義務

を課し、様々な措置を講ずる必要があ

ることから、議会の責務として規定し

ています。 

８ 開示の際の費用負担について、

実費請求の理由は。 

他市も同様なのか。 

「個人情報の保護に関する法律」にお

いては、開示請求者は実費の範囲内に

おいて手数料を納めなければならな

いと規定されており、これに基づき、

条例では手数料は無料とする一方、開

示文書の写しの交付に要する費用を

実費として徴収することとしていま

す。市の個人情報の開示請求及び情報

公開請求においても、費用負担につい

て同様に定めています。 

なお、費用負担の方法については、各

自治体ごとに定めることとなります。

開示する文書１件あたりの手数料を

定めている自治体もあれば、本市と同

様に無料とする自治体もあります。 

 


